
株　主　各　位

法令及び定款に基づくインターネット開示事項

１．連結計算書類の連結注記表

２．計算書類の個別注記表

［第64期（平成26年４月１日から平成27年３月31日まで）］

上記事項は、法令および当社定款第15条の規定に基づき、当社ウェブサイト
（アドレス　http://www.hirata.co.jp/ir/library/category/kabunusi）に掲
載することにより、株主の皆様にご提供しております。

平田機工株式会社



連結注記表
１．連結の範囲に関する事項

⑴連結子会社の数　　　　　　14社
⑵主要な連結子会社の名称　　タイヘイテクノス株式会社

株式会社トリニティ
ヒラタフィールドエンジニアリング株式会社
株式会社KOYA
平田机工自動化設備（上海）有限公司
平田机械設備 售（上海）有限公司
台湾平田機工股份有限公司
HIRATA FA Engineering (S) Pte.Ltd.
HIRATA FA Engineering (M) Sdn. Bhd.
PT. HIRATA Engineering Indonesia
HIRATA Engineering (THAILAND) Co., Ltd.
HIRATA Corporation of America
HIRATA Engineering S.A.de C.V.
HIRATA Engineering Europe GmbH

２．持分法の適用に関する事項
⑴持分法適用の関連会社の数　１社
⑵主要な会社の名称　　　　　株式会社ぱどポイント

３．連結子会社の決算日等に関する事項
　連結子会社の決算日が連結決算日と異なる主要な会社は次のとおりであります。

会社名 決算日
平田机工自動化設備（上海）有限公司 12月31日
平田机械設備 售（上海）有限公司 12月31日
台湾平田機工股份有限公司 12月31日
HIRATA FA Engineering (S) Pte.Ltd. 12月31日
HIRATA FA Engineering (M) Sdn. Bhd. 12月31日
PT. HIRATA Engineering Indonesia 12月31日
HIRATA Engineering (THAILAND）Co., Ltd. 12月31日
HIRATA Corporation of America 12月31日
HIRATA Engineering S.A.de C.V. 12月31日
HIRATA Engineering Europe GmbH 12月31日

連結計算書類の作成にあたっては、同決算日現在の計算書類を使用し、連結決算日までの期間
に発生した重要な取引については、連結上必要な調整をおこなっております。
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４．重要な会計方針に係る事項
⑴重要な資産の評価基準および評価方法

①その他有価証券
・時価のあるもの　　　　　連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
・時価のないもの　　　　　移動平均法による原価法

②たな卸資産
・主要原材料　　　　　　　主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法により算定）
・補助原材料　　　　　　　主として最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）
・仕掛品　　　　　　　　　個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法により算定）
③デリバティブ　　　　　　　時価法

⑵重要な減価償却資産の減価償却の方法
①有形固定資産（リース資産

を除く）
当社および連結子会社は、原則として定率法を採用しておりま
す。ただし、当社および国内連結子会社は、平成10年４月１日
以降に取得した建物（附属設備を除く）については定額法によ
っております。

②無形固定資産（リース資産
を除く）

当社および連結子会社は、定額法を採用しております。なお、
ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可
能期間（５年）に基づいております。

③リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用
しております。

⑶重要な引当金の計上基準
①貸倒引当金　　　　　　　　売掛金、貸付金等債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率を基準とし、貸倒懸念債権等特定の
債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を
計上しております。

②賞与引当金　　　　　　　　一部連結子会社は、従業員に対して支給する賞与の支出に充て
るため、支給見込額の当連結会計年度負担額を計上しておりま
す。

③役員賞与引当金　　　　　　役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に
基づき当連結会計年度に見合う分を計上しております。

④製品保証引当金　　　　　　製品の引渡し後の保証期間内における補修費用の発生に備える
ため、当社および一部の連結子会社は過去の実績に基づく補修
見積額を計上しております。
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⑤工事損失引当金　　　　　　受注工事に係る将来の損失に備えるため、損失発生の可能性が
高く、かつ、その損失額を合理的に見積もることができる工事
について、当該損失見込額を計上しております。

⑥役員退職慰労引当金　　　　一部連結子会社は、役員の退職慰労金の支給に備えるため、内
規に基づく当連結会計年度末要支給額を計上しております。

⑷収益および費用の計上基準
完成工事高および完成工事
原価の計上基準

当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認め
られる工事契約については工事進行基準を適用し、その他の工
事契約については、工事完成基準を適用しております。
なお、工事進行基準を適用する工事の当連結会計年度末におけ
る進捗度の見積りは、原価比例法によっております。

⑸重要なヘッジ会計の方法
①ヘッジ会計の方法　　　　　繰延ヘッジ処理によっております。

為替予約取引については、振当処理の要件を満たす場合は振当
処理をおこなっております。
金利スワップ取引については、特例処理の要件を満たす場合は
特例処理をおこなっております。

②ヘッジ手段とヘッジ対象　　ヘッジ手段…デリバティブ取引（為替予約取引および金利スワ
ップ取引）
ヘッジ対象…相場変動等による損失の可能性があり、相場変動
等が評価に反映されていないものおよびキャッシュ・フローが
固定されその変動が回避されるもの

③ヘッジ方針　　　　　　　　為替および金利等相場変動に伴うリスクの軽減、資金調達コス
トの低減等を目的にデリバティブ取引をおこなっております。
原則として実需に基づくものを対象としてデリバティブ取引を
おこなっており、投機目的のデリバティブ取引はおこなってお
りません。

④ヘッジ有効性評価の方法　　ヘッジ対象の相場またはキャッシュ・フローの変動の累計とヘ
ッジ手段の相場またはキャッシュ・フローの変動の累計とを比
率分析する方法によりおこなっております。
特例処理の要件を満たしている金利スワップについては、有効
性の判定を省略しております。また、為替予約取引については、
ヘッジ対象の予定取引と重要な条件がほぼ同一であり、ヘッジ
に高い有効性があるとみなされるため、ヘッジの有効性の判定
を省略しております。

⑤その他リスク管理方法のうち
ヘッジ会計に係るもの

デリバティブ取引に関する社内規程に基づき取引をおこなって
おります。

⑹のれんの償却方法および償却期間
のれんの償却については、５年間の均等償却をおこなっております。
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⑺その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
①退職給付に係る負債
(退職給付に係る資産）の

計上基準

退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連
結会計年度末における見込額に基づき、退職給付債務から年金
資産を控除した額を計上しております。
なお、当連結会計年度末において年金資産が退職給付債務を上
回ったため、この差額を「退職給付債務に係る資産」として投
資その他の資産に表示しております。
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内
の一定の年数（12年）による定額法により費用処理しておりま
す。
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員
の平均残存勤務期間以内の一定の年数（12年）による定額法に
より按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理
しております。
未認識数理計算上の差異および未認識過去勤務費用について
は、税効果を調整の上、純資産の部におけるその他の包括利益
累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。

②消費税等の会計処理方法　　消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

５．会計方針の変更に関する注記
退職給付に関する会計基準等の適用
　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給
付会計基準」という。）および「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用
指針第25号　平成27年３月26日。以下「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基
準第35項本文および退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについて当連結会計年度
より適用し、退職給付債務および勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方
法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更し、割引率の決定方法を割引率決定の基礎となる
債券の期間について従業員の平均残存勤務期間に近似した年数を基礎に決定する方法から退職
給付の支払見込期間ごとに設定された複数の割引率を使用する方法へ変更しております。
　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに
従って、当連結会計年度の期首において、退職給付債務および勤務費用の計算方法の変更に伴
う影響額を利益剰余金に加減しております。
　この結果、当連結会計年度の期首の退職給付に係る負債が741,427千円減少し、利益剰余金
が478,122千円増加しております。なお、当連結会計年度の損益に与える影響は軽微でありま
す。
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(追加情報)
①従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱いの適用

　当社は、グループ社員持株会を活用した中長期的な企業価値向上と、福利厚生の拡充を目
的としたインセンティブ・プランとして「従業員持株会信託型ＥＳＯＰ」（以下、「本制度」
といいます。）を導入し、従業員持株会に本制度を通じて自社の株式を交付する取引をおこ
なっております。
(1) 取引の概要

　当社が「平田機工社員持株会」（以下、「持株会」といいます。）に加入する全ての当
社グループ社員を対象とするインセンティブ・プランです。本制度では、当社が持株会に
加入する従業員のうち一定の要件を充足する者を受益者とする信託（以下、「持株会信託」
といいます。）を設定し、持株会信託は２年間にわたり持株会が取得すると見込まれる数
の当社株式を、銀行から取得資金の借入をおこなったうえで、取得します。その後、持株
会信託は持株会が定期的におこなう当社株式の取得に際して、当社株式を持株会に売却し
ていきます。
(2) 本制度に残存する自社の株式

　本制度に残存する当社株式を、本制度における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）に
より、純資産の部に自己株式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額は前連結
会計年度84,302千円、当連結会計年度50,318千円、株式数は前連結会計年度160,500株、
当連結会計年度95,800株であります。
(3) 総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額

　総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額は、前連結会計年度82,321千円、当連
結会計年度39,921千円であります。

②法人税等の税率の変更による繰延税金資産および繰延税金負債の金額の修正
　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）および「地方税法等の一部
を改正する法律」（平成27年法律第２号）が平成27年３月31日に公布され、平成27年４月
１日以後に開始する連結会計年度から法人税等の引き下げ等がおこなわれることとなりまし
た。
　この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は97,437
千円減少し、法人税等調整額が132,298千円増加しております。また、その他有価証券評価
差額金および退職給付に係る調整累計額への影響は軽微であります。
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６. 連結貸借対照表に関する注記
⑴担保に供している資産および担保に係る債務

　担保に供している資産は次のとおりであります。
建物及び構築物 2,051,771千円
土地 8,254,870

計 10,306,641
　担保付債務は次のとおりであります。

短期借入金 500,000千円
１年内返済予定の長期借入金 2,044,500
長期借入金 2,308,500

計 4,853,000

⑵有形固定資産の減価償却累計額 13,398,098千円
　減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。

⑶土地の再評価
　「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の
土地の再評価をおこない、当該評価差額のうち税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」と
して負債の部に計上し、評価差額から税金相当額を控除した金額を「土地再評価差額金」とし
て純資産の部に計上しております。
　　　再評価をおこなった年月日　　　　　　　平成14年３月31日
同法律第３条第３項に定める再評価の方法
　「土地の再評価に関する法律施行令」（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第１号
に定める地価公示法第６条による公示価格、第３号に定める固定資産税評価額及び第４号に定
める地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価格を算定するために国税庁長官が定めて公
表した方法により算定した価額に合理的な調整をおこなって算出しております。
　　　同法律第10条に定める再評価をおこなった事業用土地の当連結会計年度末における時

価の合計額と当該事業用土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額　2,530,301千円

７. 連結損益計算書に関する注記
⑴減損損失

当連結会計年度において、当社は以下の資産グループについて減損損失を計上しました。
場所 用途 種類 金額

熊本県熊本市北区植木町石川 遊休資産 土地 19,100千円
熊本県熊本市北区大窪 遊休資産 土地 3,923千円

　当社は、減損会計適用にあたり、原則として自動省力機器事業に供している固定資産につい
ては同事業全体で１つの資産グループとし、また、遊休資産については個々の資産単位でグル
ーピングをおこなっております。
　当連結会計年度において、遊休資産について、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減
少を減損損失（23,023千円）として特別損失に計上しました。
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　なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価額により測定しており、正味売却価額に
ついては不動産鑑定評価額または売却可能額等に基づき算定しております。

８．連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴発行済株式の総数に関する事項

株式の種類 当連結会計年度
期首の株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度
末の株式数

普 通 株 式 10,756,090株 －株 －株 10,756,090株

⑵自己株式の数に関する事項

株式の種類 当連結会計年度
期首の株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度
末の株式数

普 通 株 式 410,053株 43株 64,700株 345,396株
（注）1.自己株式の増加は、単元未満株式の買取（43株）によるものであります。

2.自己株式の減少は、平田機工社員持株会信託からグループ社員持株会への当社株式の売
却（64,700株）によるものであります。

3.当連結会計年度期首の自己株式の株式数のうち平田機工社員持株会信託が所有する株
式数は160,500株であります。

4.当連結会計年度末の自己株式の株式数のうち平田機工社員持株会信託が所有する株式
数は95,800株であります。

⑶配当に関する事項
①配当金支払額

決 議 株式の種類 配当金の総額
１株当
たり配
当 額

基 準 日 効 力 発 生 日

平成26年 6 月26日
定 時 株 主 総 会 普通株式 131,331千円 12.5円 平成26年 3 月31日 平成26年 6 月27日

②基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決 議 株 式 の
種 類 配当金の総額 配当の原資

１株当
たり配
当 額

基 準 日 効 力 発 生 日

平成27年 6 月24日
定 時 株 主 総 会 普通株式 157,609千円 利益剰余金 15.0円 平成27年 3 月31日 平成27年 6 月25日

平成27年６月24日定時株主総会の決議に基づく配当金の総額には、平田機工社員持株会信託に
対する配当金1,437千円を含めております。
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９．金融商品に関する注記
⑴金融商品の状況に関する事項

①金融商品に対する取組方針
　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、資金調達については、銀
行等金融機関からの借入等によっております。デリバティブは、後述するリスクを回避する
ために利用しており、投機的な取引はおこなわない方針であります。

②金融商品の内容およびそのリスク
　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、海
外で事業をおこなうにあたり生じる外貨建ての営業債権は、為替の変動リスクに晒されてお
りますが、同じ外貨建ての買掛金の残高の範囲内にあるものを除き、原則として先物為替予
約を利用してヘッジしております。
　投資有価証券は、市場価格の変動リスクに晒されております。当該リスクに関しては、経
理部において定期的に時価や発行体（主として取引先企業）の財務状況等を把握する体制と
しております。
　営業債務である支払手形は４ヶ月以内、買掛金は２ヶ月以内の支払期日であります。一部
外貨建てのものについては、為替の変動リスクに晒されておりますが、同じ外貨建ての売掛
金の残高の範囲内にあるものを除き、先物為替予約を利用してヘッジしております。
　借入金、ファイナンス・リース取引の一部は、金利の変動リスクに晒されておりますが、
デリバティブ取引（金利スワップ取引）を利用してヘッジしております。
　デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジを
目的とした先物為替予約取引、借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジを目的と
した金利スワップ取引であります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘ
ッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法等については、前述の重要な会計方針に係る事項「⑸
重要なヘッジ会計の方法」をご参照下さい。

③金融商品に係るリスク管理体制
イ．信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社は、債権管理規程に従い、営業債権について、取引先ごとに期日および残高を管理
するとともに、取引先の状況を定期的にモニタリングし、財務状態等の悪化による貸倒懸
念の早期把握と軽減を図っております。連結子会社についても、当社の債権管理規程に準
じて、同様の管理をおこなっております。
　デリバティブ取引については、取引相手先を高格付を有する金融機関に限定しているた
め信用リスクはほとんどないと認識しております。
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ロ．市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
　当社は、外貨建ての営業債権債務について、通貨別月別に把握された為替の変動リスク
に対して、原則として先物為替予約を利用してヘッジしております。また、当社は、借入
金に係る支払金利の変動リスクを抑制するために、金利スワップ取引を利用しております。
　投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、
また、市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。
　デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限および取引限度額等を定めた管理
規程に従い、担当部署が決裁担当者の承認を得ておこなっております。

ハ．資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
　当社は、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新すること
により、流動性リスクを管理しております。

④金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算
定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるた
め、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。
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⑵金融商品の時価等に関する事項
　平成27年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次
のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれてお
りません（（注）２．参照）。

連結貸借対照表
計上額（千円） 時価（千円） 差額（千円）

⑴　現金及び預金 9,389,121 9,389,121 －

⑵　受取手形及び売掛金 24,713,158 24,713,158 －

⑶　投資有価証券 2,682,267 2,682,267 －

資産計 36,784,546 36,784,546 －

⑴　支払手形及び買掛金 11,353,954 11,353,954 －

⑵　短期借入金 7,448,831 7,448,831 －

⑶　長期借入金(＊1) 12,276,327 12,270,279 △6,048

負債計 31,079,113 31,073,065 △6,048

デリバティブ取引(＊2)

①ヘッジ会計が適用されていな
いもの
為替予約取引 (74,348) (74,348) －

②ヘッジ会計が適用されている
もの
為替予約取引 (412,148) (412,148) －

デリバティブ取引計 (486,496) (486,496) －

(＊1)長期借入金は、１年内返済予定の長期借入金を含んだ価額で示しております。
(＊2)デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の

債務となる項目については（ ）で示しております。
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 （注）１.金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券およびデリバティブ取引に関する事項
資　産
⑴　現金及び預金、⑵　受取手形及び売掛金
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳
簿価額によっております。
⑶　投資有価証券
　これらの時価について、株式等は取引所の価格によっております。
負　債
⑴　支払手形及び買掛金、⑵　短期借入金
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳
簿価額によっております。
⑶　長期借入金（１年内返済予定の長期借入金含む）
　長期借入金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映することから、
時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額によっております。固
定金利によるものは、元利金の合計額を、新規に同様の借入をおこなった場合に想定さ
れる利率で割り引いた現在価値により算定しております。
デリバティブ取引
ヘッジ会計が適用されていないもの
　ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引について、取引の対象物の種類ごと
の連結決算日における契約額または契約において定められた元本相当額、時価および評
価損益ならびに当該時価の算定方法は、次のとおりであります。

区分 デリバティブ
取引の種類等

当連結会計年度(平成27年３月31日)

契約額等 契約額等の
うち１年超

時価
(千円)

評価損益
(千円)

市場取引以
外の取引

為替予約取引

売建

米ドル 5,516千米ﾄﾞﾙ -千米ﾄﾞﾙ (74,348) (74,348)

(注) 当該時価の算定方法
取引先金融機関から提示された価格等によって算定しております。
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ヘッジ会計が適用されているもの
　ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引について、ヘッジ会計の方法ごとの連
結決算日における契約額または契約において定められた元本相当額等は、次のとおりで
あります。

ヘッジ会計
の方法

デリバティブ
取引の種類等

主な
ヘッジ
対象

当連結会計年度(平成27年３月31日)

契約額等 契約額等の
うち１年超

時価
(千円)

原則的
処理方法

為替予約取引

売建

米ドル 売掛金 69,839千米ﾄﾞﾙ 37,704千米ﾄﾞﾙ (410,313)

シンガポールドル 売掛金 4,592千ｼﾝｶﾞ
ﾎﾟｰﾙﾄﾞﾙ － (2,058)

ユーロ 売掛金 515千ﾕｰﾛ － 223

為替予約の
振当処理

為替予約取引

売建

米ドル 売掛金 62,354千米ﾄﾞﾙ 7,638千米ﾄﾞﾙ （注１）

シンガポールドル 売掛金 3,583千ｼﾝｶﾞ
ﾎﾟｰﾙﾄﾞﾙ － （注１）

ユーロ 売掛金 1,209千ﾕｰﾛ － （注１）

（注）１．為替予約等の振当処理によるものは、ヘッジ対象とされている売掛金と一体
として処理されているため、その時価は、受取手形及び売掛金の時価に含め
て記載しております。

２．当該時価の算定方法
取引先金融機関から提示された価格等によって算定しております。

２.時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
区分 連結貸借対照表計上額（千円）

非上場株式 46,381
これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められる

ことから、「資産 ⑶ 投資有価証券」には含めておりません。
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10．１株当たり情報に関する注記
⑴１株当たり純資産額 2,074円31銭
⑵１株当たり当期純利益 91円19銭

１株当たり純資産額の算定に用いられた当連結会計年度末の普通株式および１株当たり当期純
利益に用いられた普通株式の期中平均株式数については、自己名義所有株式分を控除する他、
平田機工社員持株会信託が所有する自己株式（当連結会計年度末95,800株、期中平均株式数
123,694株）を控除して算定しております。

11．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項

⑴有価証券の評価基準および評価方法
①子会社株式および　　　　　　移動平均法による原価法

関連会社株式
②その他有価証券

・時価のあるもの　　　　　　期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産
直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

・時価のないもの　　　　　　移動平均法による原価法
⑵たな卸資産の評価基準および評価方法

・主要原材料　　　　　　　　移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に
基づく簿価切下げの方法により算定）

・補助原材料　　　　　　　　最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低
下に基づく簿価切下げの方法により算定）

・仕掛品　　　　　　　　　　個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づ
く簿価切下げの方法により算定）

⑶デリバティブの評価基準および評価方法
時価法

⑷固定資産の減価償却の方法
①有形固定資産（リース資産

を除く）
定率法を採用しております。ただし、平成10年４月１日以降
に取得した建物（附属設備を除く）については、定額法を採
用しております。

②無形固定資産（リース資産
を除く）

ソフトウエア(自社利用分）については、社内における利用可
能期間(５年）に基づく定額法を採用しております。

③リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採
用しております。
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⑸引当金の計上基準
①貸倒引当金　　　　　　　　　売掛金、貸付金等債権の貸倒れによる損失に備えるため、一

般債権については貸倒実績率を基準とし、貸倒懸念債権等特
定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見
込額を計上しております。

②投資損失引当金　　　　　　　関係会社への投資に係る損失に備えるため、当該会社の財政
状態等を勘案し、個別に必要と認められる額を計上しており
ます。

③役員賞与引当金　　　　　　　役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額
に基づき当事業年度に見合う分を計上しております。

④製品保証引当金　　　　　　　製品の引渡し後の保証期間内における補修費用の発生に備え
るため、過去の実績に基づく補修見積額を計上しております。

⑤工事損失引当金　　　　　　　受注工事に係る将来の損失に備えるため、損失発生の可能性
が高く、かつ、その損失額を合理的に見積もることができる
工事について、当該損失見込額を計上しております。

⑥退職給付引当金　　　　　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職
（前払年金費用）　　　　　　　給付債務および年金資産の見込額に基づき、当事業年度末に
　　　　　　　　　　　　　　　おいて発生していると認められる額を計上しております。

なお、当事業年度末において年金資産が退職給付債務に未認
識過去勤務費用および未認識数理計算上の差異を加減算した
額を上回ったため、この差額を「前払年金費用」として投資
その他の資産に表示しております。
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以
内の一定の年数（12年）による定額法により費用処理してお
ります。
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の
平均残存勤務期間以内の一定の年数（12年）による定額法に
より按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理し
ております。

⑹収益および費用の計上基準
完成工事高および完成工事原価
の計上基準

当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認めら
れる工事契約については工事進行基準を適用し、その他の工事
契約については、工事完成基準を適用しております。
なお、工事進行基準を適用する工事の当事業年度末における
進捗度の見積りは、原価比例法によっております。
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⑺重要なヘッジ会計の方法
①ヘッジ会計の方法　　　　　　繰延ヘッジ処理によっております。

為替予約取引については、振当処理の要件を満たす場合は振
当処理をおこなっております。
金利スワップ取引については、特例処理の要件を満たす場合
は特例処理をおこなっております。

②ヘッジ手段とヘッジ対象　　　ヘッジ手段…デリバティブ取引（為替予約取引および金利ス
ワップ取引）
ヘッジ対象…相場変動等による損失の可能性があり、相場変
動等が評価に反映されていないものおよびキャッシュ・フロ
ーが固定されその変動が回避されるもの

③ヘッジ方針　　　　　　　　　為替および金利等相場変動に伴うリスクの軽減、資金調達コ
ストの低減等を目的にデリバティブ取引をおこなっておりま
す。
原則として実需に基づくものを対象としてデリバティブ取引
をおこなっており、投機目的のデリバティブ取引はおこなっ
ておりません。

④ヘッジ有効性評価の方法　　　ヘッジ対象の相場またはキャッシュ・フローの変動の累計と
ヘッジ手段の相場またはキャッシュ・フローの変動の累計と
を比率分析する方法によりおこなっております。
特例処理の要件を満たしている金利スワップについては、有
効性の判定を省略しております。
また、為替予約取引については、ヘッジ対象の予定取引と重
要な条件がほぼ同一であり、ヘッジに高い有効性があるとみ
なされるため、ヘッジの有効性の判定を省略しております。

⑤その他リスク管理方法のうち
ヘッジ会計に係るもの

デリバティブ取引に関する社内規程に基づき取引をおこなっ
ております。

⑻その他計算書類作成のための基本となる事項
消費税等の会計処理　　　　　　消費税および地方消費税の会計処理は税抜方式によっており

ます｡
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２．会計方針の変更に関する注記
退職給付に関する会計基準等の適用
　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給
付会計基準」という。）および「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用
指針第25号　平成27年３月26日。以下「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基
準第35項本文および退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについて当事業年度より
適用し、退職給付債務および勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を
期間定額基準から給付算定式基準へ変更し、割引率の決定方法を割引率決定の基礎となる債券
の期間について従業員の平均残存勤務期間に近似した年数を基礎に決定する方法から退職給付
の支払見込期間ごとに設定された複数の割引率を使用する方法へ変更しております。
　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに
従って、当事業年度の期首において、退職給付債務および勤務費用の計算方法の変更に伴う影
響額を利益剰余金に加減しております。
　この結果、当事業年度の期首の退職給付引当金が653,567千円減少し、利益剰余金が422,335
千円増加しております。なお、当事業年度の損益に与える影響は軽微であります。

(追加情報)
①従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引

　当社は、グループ社員持株会を活用した中長期的な企業価値向上と、福利厚生の拡充を目
的としたインセンティブ・プランとして「従業員持株会信託型ＥＳＯＰ」（以下、「本制度」
といいます。）を導入し、従業員持株会に本制度を通じて自社の株式を交付する取引をおこ
なっております。
(1) 取引の概要

　当社が「平田機工社員持株会」（以下、「持株会」といいます。）に加入する全ての当
社グループ社員を対象とするインセンティブ・プランです。本制度では、当社が持株会に
加入する従業員のうち一定の要件を充足する者を受益者とする信託（以下、「持株会信託」
といいます。）を設定し、持株会信託は２年間にわたり持株会が取得すると見込まれる数
の当社株式を、銀行から取得資金の借入をおこなったうえで、取得します。その後、持株
会信託は持株会が定期的におこなう当社株式の取得に際して、当社株式を持株会に売却し
ていきます。
(2) 本制度に残存する自社の株式

　本制度に残存する当社株式を、本制度における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）に
より、純資産の部に自己株式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額は前事業
年度84,302千円、当事業年度50,318千円、株式数は前事業年度160,500株、当事業年度
95,800株であります。
(3) 総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額

　総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額は、前事業年度82,321千円、当事業年
度39,921千円であります。
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②役員退職慰労金制度の廃止
　当社は、平成26年6月26日開催の第63回定時株主総会において、役員報酬体系の見直しの
一環として、役員退職慰労金制度廃止に伴う打ち切り支給（支給の時期は各役員の退任時）
を決議しました。これに伴い、当社の役員慰労金引当金全額を取り崩し、打ち切り支給に伴
う未払金を固定負債の「その他」に振替えております。

③法人税等の税率の変更による繰延税金資産および繰延税金負債の金額の修正
　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）および「地方税法等の一部
を改正する法律」（平成27年法律第２号）が平成27年３月31日に公布され、平成27年４月
１日以後に開始する事業年度から法人税等の引き下げ等がおこなわれることとなりました。
これに伴い、当事業年度の繰延税金資産および繰延税金負債の計算（ただし、平成27年４月
１日以降解消されるものに限る。）に使用する法定実効税率は前事業年度の35.83％から、
平成27年４月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異については32.83％に、
平成28年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異については、
32.06％となります。
　この税率変更に伴い、繰延税金資産が96,456千円減少し、法人税等調整額が131,398千円増
加しております。

３．貸借対照表に関する注記
⑴担保に供している資産および担保に係る債務

担保に供している資産は次のとおりであります。
建物 2,062,849千円
土地 8,314,397

計 10,377,247
担保付債務は次のとおりであります。
短期借入金 500,000千円
１年内返済予定の長期借入金 2,044,500
長期借入金 2,308,500

計 4,853,000
⑵有形固定資産の減価償却累計額 10,968,332千円

減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。
⑶保証債務

①関係会社の金融機関からの借入に対し債務保証をおこなっております。
HIRATA Engineering Europe GmbH 117,261千円
台湾平田機工股份有限公司 423,610

②関係会社の関税等に対し債務保証をおこなっております。
HIRATA FA Engineering (M) Sdn. Bhd. 29,670千円
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⑷関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。
①短期金銭債権 6,952,779千円
②長期金銭債権 10,360
③短期金銭債務 1,298,984

⑸土地の再評価
　「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の
土地の再評価をおこない、当該評価差額のうち税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」と
して負債の部に計上し、評価差額から税金相当額を控除した金額を「土地再評価差額金」とし
て純資産の部に計上しております。
　　　再評価をおこなった年月日　　　　　　　平成14年３月31日
同法律第３条第３項に定める再評価の方法
　「土地の再評価に関する法律施行令」(平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第１号
に定める地価公示法第６条による公示価格、第３号に定める固定資産税評価額及び第４号に定
める地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価格を算定するために国税庁長官が定めて公
表した方法により算定した価額に合理的な調整をおこなって算出しております。
　　　同法律第10条に定める再評価をおこなった事業用土地の当事業年度末における時価の

合計額と当該事業用土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額　　　2,530,301千円

４．損益計算書に関する注記
⑴関係会社との取引高

①売上高 11,375,693千円
②仕入高 5,684,574
③販売費及び一般管理費 27,586
④営業取引以外の取引高 33,179

⑵減損損失
当事業年度において、当社は以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

場     所 用   途 種   類 金   額

熊本県熊本市北区植木町石川 遊休資産 土  地 19,100千円

熊本県熊本市北区大窪 遊休資産 土  地 3,923千円
　当社は、減損会計適用にあたり、原則として自動省力機器事業に供している固定資産につい
ては同事業全体で１つの資産グループとし、また、遊休資産については個々の資産単位でグル
ーピングをおこなっております。
　当事業年度において、遊休資産について、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少を
減損損失（23,023千円）として特別損失に計上しました。
　なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価額により測定しており、正味売却価額に
ついては不動産鑑定評価額または売却可能額等に基づき算定しております。

－ 19 －



５．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の数に関する事項

株式の種類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 410,053株 43株 64,700株 345,396株
（注）1.自己株式の増加は、単元未満株式の買取（43株）によるものであります。

2.自己株式の減少は、平田機工社員持株会信託からグループ社員持株会への当社株式の
売却（64,700株）によるものであります。

3.当事業年度期首の自己株式の株式数のうち平田機工社員持株会信託が所有する株式
数は160,500株であります。

4.当事業年度末の自己株式の株式数のうち平田機工社員持株会信託が所有する株式数
は95,800株であります。

６．税効果会計に関する注記
繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産

貸倒引当金損金算入限度超過額 83,027千円
製品保証引当金 42,679
投資損失引当金 19,236
たな卸資産評価減等 865,781
未払賞与等 302,102
繰越欠損金 488,043
繰延ヘッジ損益 135,308
その他 157,698
繰延税金資産小計 2,093,877
評価性引当額 △165,165
繰延税金資産合計 1,928,711

繰延税金負債
前払年金費用 △133,083千円
その他有価証券評価差額金 △438,915
繰延税金負債合計 △571,999

繰延税金資産の純額 1,356,712千円
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７．関連当事者との取引に関する注記
子会社等

属性 会社等の名称
議決権等
の 所 有
割合(％)

関係内容

取引の内容 取引金額
(千円) 科目 期末残高

(千円)役員の
兼任等

事業上
の関係

子会社
HIRATA 
Corporation
of America

100.0 － 当社製品
の販売

当社製品
の販売 8,082,872 売掛金

前受金
6,277,216

801,256

子会社 タイヘイテクノス
株式会社 100.0 － 同社商品

の仕入
同社商品
の仕入 4,744,866 買掛金 1,139,296

（注）１．価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して価格交渉の上で決定しております。
２．取引金額は消費税等を含まず、買掛金の期末残高は消費税等を含んでおります。

８．１株当たり情報に関する注記
⑴１株当たり純資産額 1,731円01銭
⑵１株当たり当期純利益 44円73銭

１株当たり純資産額の算定に用いられた当事業年度末の普通株式および１株当たり当期純利益
に用いられた普通株式の期中平均株式数については自己名義所有株式分を控除する他、平田機
工社員持株会信託が所有する自己株式（当事業年度末95,800株、期中平均株式数123,694株）
を控除して算定しております。

９．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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